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目的 健康寿命延伸プランの主要 3 分野の 1 つに，高齢者のフレイル対策が掲げられ，その 1 つと

して社会参加の活用が期待されている。しかし，これまでの先行研究では，社会参加の種類や

数とフレイル発症との関連を縦断的に検証した報告はない。本研究では，大規模縦断データを

用い，社会参加の種類や数とフレイル発生との関連について検証することを目的とした。

方法 日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation StudyJAGES）の2016年度と2019

年度のパネル調査データを用いた縦断研究である。2016年度（ベースライン時点）と2019年度

（追跡時）の JAGES 調査に回答した高齢者から，ベースライン時点の日常生活動作の非自立

者と無回答者，フレイル（基本チェックリスト 8 点以上/25点）とフレイル判定不能者などを除

いた，28市町59,545人を分析対象とした。目的変数は追跡時のフレイル発症とし，説明変数は

ベースライン時点の 9 種類の社会参加の種類と数を用いた。調整変数には，ベースライン時点

の性，年齢，等価所得，教育歴，婚姻，家族構成，就労，プレフレイル（基本チェックリスト

4～7 点/25点）の有無，喫煙，飲酒，都市度の11変数を用いた。多重代入法により欠損値を補

完し，ポアソン回帰分析を用いて社会参加とフレイル発症との関連を検証した。

結果 追跡時のフレイル発症は6,431人（10.8）であった。多重代入法後（最小64,212人，最大

64,287人）の分析の結果，老人クラブを除く 8 種類の社会参加先である介護予防（Risk Ratio:

0.91），収入のある仕事（0.90），ボランティア（0.87），自治会（0.87），学習・教養（0.87），

特技・経験の伝達（0.85），趣味（0.81），スポーツ（0.80）で，フレイル発症リスクが有意に

低かった。さらに，社会参加数が多い人ほどフレイル発症リスクが有意に低かった（P for

trend ＜0.001）。

結論 社会参加とフレイル発症リスクとの関連を検証した結果，ベースライン時点で 8 種類の社会

参加をしている人，社会参加数が多い人ほど 3 年後のフレイル発症リスクが低かった。健康寿

命延伸に向けたフレイル対策の一環とし，社会参加の促進が有用であることが示唆された。
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 緒 言

高齢化が急速に進む我が国では，厚生労働省が

2019年に「健康寿命延伸プラン」を発表するなど1)，

健康寿命の延伸が重要な課題となっている。健康寿

命延伸プランの主要 3 分野の 1 つに高齢者における

フレイル対策が掲げられている。

フレイルとは，加齢に伴う生理的予備能の低下に

よりストレスに対する脆弱性が亢進した状態であ

り2)，日常生活活動や生活の質の低下，要介護認定

や死亡のリスク要因とされている3,4)。先行研究で

は，我が国の高齢者全体のフレイル割合は7.45)～

8.76)，フレイルの前段階7)であるプレフレイル割

合は40.86)～48.15)と高齢者の約50がフレイルも

しくはプレフレイルと推定されている。我が国のフ

レイルの有病率は今後2043年にかけて，とくに後期

高齢者で約1.3倍増加し8)，それに伴う医療費・介護

費用も増加すると予測されている8)。一方で，フレ
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イルの特徴の一つに可逆性が挙げられている。しか

し，フレイルから健常への改善は33程度にとどま

り9)，改善しないものの方が約 2 倍多い。そのた

め，健康寿命の延伸のためには，フレイルにならな

い予防が重要となる。

「健康寿命増進プラン」の中で活用が期待されて

いる「自然に健康になれる環境づくり」の 1 つに社

会参加が挙げられている1)。社会参加を地域組織へ

の参加と定義した先行研究は多く，社会参加をして

いる高齢者ではフレイルになりにくいことが示され

ている10～13)。横断研究では，スポーツの会や町内

会などへ参加している高齢者はフレイルに該当する

オッズ比が0.47と有意に低いこと10)，繰り返し横断

データを用いたマルチレベル分析では，“通いの場”

づくりに熱心な市町村に住む高齢者でフレイルのリ

スクが11低いことが報告されている11)。さらに，

縦断研究では，社会参加（自治会，老人クラブ，趣

味の会，スポーツの会，習い事，ボランティア活

動，地域サロンのいずれかに定期的に参加），麻雀

やトランプゲーム，スポーツ，慈善活動へ参加して

いる人でフレイルを発症するリスクが27～46低い

こと12,14)，2 種類以上の組織への参加でフレイルを

発症するリスクが36低いとされている14)。また，

個人レベルと地域レベルを同時に考慮したマルチレ

ベル縦断分析では，本人が社会参加しているか否か

にかかわらず，社会参加が豊かな地域に暮らしてい

る人で，3 年後のフレイル発症リスクが 6低くな

ることが報告されている13)。

しかし，これらの先行研究10～14)にはいくつかの

限界が存在する。まず，横断研究10,11)では逆因果の

可能性を含み，社会参加とフレイル発症の時間的前

後関係が不明である。縦断研究では，社会参加とフ

レイルの重要な交絡因子15～20)となりうる社会経済

的要因を考慮していないこと14)，上述した組織のい

くつかをまとめた参加は検討されているものの，そ

れぞれへの参加の有無とフレイルとの関連について

は検証できていないこと12,13)，1 つの地域を対象に

行われた研究のため，一般化可能性に課題があるこ

と12,13)が挙げられる。

社会参加の種類についてはいくつか検証されてい

るものの12,13)，厚生労働省がひな形を示す介護保険

事業計画の策定のために 3 年に 1 度実施されている

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（以下，ニーズ

調査）の必須項目に含まれる趣味関係のグループ，

学習教養サークル，町内会・自治会，老人クラブや

収入のある仕事など21)，それぞれの社会参加の種類

の有無ごとに検討した報告はない。高齢者の社会参

加の種類はボランティア活動やスポーツの会への参

加，趣味活動，さらには介護予防やサロン活動など

多様22)であり，より多くの種類で検討する必要があ

る。ニーズ調査の必須項目を含む，社会参加の種類

と要介護認定をアウトカムとした先行研究では，種

類によって，要介護認定との関連が異なってい

る23,24)。中でも最も多くの13種類の社会参加と要介

護認定との関連を検証した先行研究では，男性で 8

種類，女性では11種類で関連がみられるなど，種類

によって関連がみられるものから有意な関連がない

ものまである25)。要介護認定の前段階とされるフレ

イル26)においても，同様に社会参加の種類によっ

て，みられる関連が異なる可能性がある。加えて，

先行研究から，社会参加の種類数が多いほど，要介

護認定発生リスクが減少することも報告されてい

る23,24)。ニーズ調査の必須項目のうち，これまで検

討されていない種類への参加や参加の種類数が増え

るほどフレイル発症リスクが減少するか再現性を確

認することは，介護予防施策として推奨すべき社会

参加の種類（数）を検討するうえで重要であり，学

術的・社会的意義は高いと考えられる。以上のこと

から，大規模データを用い，介護保険事業計画策定

と同じ 3 年間と比較的短い期間で，社会経済的要因

を調整した上でも，社会参加の種類別・種類数ごと

にフレイル発症リスクが減少しているのかを評価す

ることは，どのような社会参加を促進するべきかな

ど，介護予防施策を検討する上で重要となる。

そこで，本研究では，多市町の高齢者を対象とし

た大規模縦断データを用いて，社会経済的要因を調

整したうえで，これまで検討されていない種類を含

む社会参加先の種類や参加種類数別のフレイル発症

リスクを明らかにすることを目的とした。

 研 究 方 法

. 研究デザインおよび分析対象

本研究は，日本老年学的評価研究（Japan Geron-

tological Evaluation StudyJAGES）プロジェク

ト27,28)の2016・2019年度の調査データを用いた縦断

研究である。調査対象は，要支援・要介護認定を受

けていない高齢者とし，自記式郵送調査を行った。

分析対象者選定のフローチャートを図 1 に示す。

まず，2016年度（以下，ベースライン時点）の

JAGES 調査に参加した自治体は39市町村であり，

このうち，2019年度（追跡時）の調査に参加，かつ，

2016年度と2019年度のデータ結合に必要な情報が得

られた自治体は28市町であった。28市町は，政令指

定都市 5 市から市部12市，郡部11町までの多様な都

市度が含まれている。このうち，ベースライン時点

の JAGES 調査に回答し，追跡時の調査にも回答し



531

図 分析対象選定までのフローチャート
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ている高齢者は77,103人であった。

ここから，性，年齢の欠損と不一致（n＝348），

ベースライン時点の ADL（Activities of Daily Living）

非自立者と欠損（n＝6,349），フレイルとフレイル

判定不能者（ n＝ 10,861）を除いた， 28市町の

59,545人を対象とした。なお，ADL 判定には，「あ

なたは，普段の生活でどなたかの介護・介助が必要

ですか」の問いに，「1. 介助・介護は必要ない」を

「自立」，「2. 何らかの介護・介助が必要だが，現在

は受けていない」「3. 介護・介助が必要で，介護・

介助を受けている」を「非自立」とした。

調査対象者に向け，調査への参加は自由意志であ

ること，参加しない場合も不利益を被らないことを

明記した説明文を調査票に同封した。2016年度はア

ンケートの返送をもって研究利用同意とみなし，

2019年度は研究利用同意のチェックボックスを追加

し，確認した。本研究は国立長寿医療研究センター

（承認番号12742，承認日2020年12月18日），千

葉大学（承認番号3442，承認日2020年12月11日）

および日本老年学的評価研究機構（承認番号2019

01，承認日2020年10月10日）の倫理審査委員会の

承認を受け，自治体との間で定めた個人情報取り扱

い事項を遵守し，実施した。

. 分析項目

1) 目的変数

目的変数は追跡時（2019年度）のフレイル発症と

した。フレイルの判定には，厚生労働省の示す基本

チェックリストを用い29,30)，8 点以上とした29)。基

本チェックリストは選択式の自記式調査票であり，

各項目の問いに該当した場合に 1 点と配点され

る9,29,30)。本研究で用いた基本チェックリスト（表

1）の設問は，厚生労働省が示す介護予防・日常生

活圏域ニーズ調査を雛形としており21)，次のように

問 1～3，問 6～8，問 9，問10，問16，問17は原

典29,30)と異なる部分があった。問 1～3，問 6～8

は，「～はしていますか」の質問に対し，回答選択

肢は 3 択である。そのため，「できるし，している」

は「はい」，「できるけど，していない」，「できない」
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表 本研究で用いた基本チェックリスト

質 問 項 目 回答（いずれかに〇をお付けください)
配点

（該当項目を 1 点)

問 1
バスや電車を使って 1 人で外出していますか

（自家用車でも可）。

1. できるし，している

2. できるけど，していない 3. できない
2 or 3

問 2 自分で食品・日用品の買い物をしていますか。
1. できるし，している

2. できるけど，していない 3. できない
2 or 3

問 3 自分で預貯金の出し入れをしていますか。
1. できるし，している

2. できるけど，していない 3. できない
2 or 3

問 4 友達の家を訪ねることがありますか。 1. はい 2. いいえ 2

問 5 家族や友だちの相談にのることがありますか。 1. はい 2. いいえ 2

問 6
階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていま

すか。

1. できるし，している

2. できるけどしていない 3. できない
2 or 3

問 7
椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち

上がっていますか。

1. できるし，している

2. できるけどしていない 3. できない
2 or 3

問 8 15分位続けて歩いていますか。
1. できるし，している

2. できるけど，していない 3. できない
2 or 3

問 9 過去 1 年間に転んだ経験がありますか。 1. 何度もある 2. 1 度ある 3. ない 1 or 2

問10 転倒に対する不安は大きいですか。
1. とても不安である 2. やや不安である

3. あまり不安でない 4. 不安でない
1 or 2

問11
この半年間に体重が 2～3 kg 以上減少しまし

たか。
1. はい 2. いいえ 1

問12 身長 cm 体重 kg （BMI＝ ）（注） 18.5未満

問13
半年前に比べて固いものが食べにくくなりま

したか。
1. はい 2. いいえ 1

問14 お茶や汁物などでむせることがありますか。 1. はい 2. いいえ 1

問15 口の渇きが気になりますか。 1. はい 2. いいえ 1

問16

あなたが外出する頻度はどのくらいですか

（畑や隣近所へ行く，買い物，通院などを含み

ます）。週に 1 回以上の外出

1. 週に 5 回以上 2. 週 4 回

3. 週 3～2 回 4. 週 1 回 5. 月 1～3 回

6. 年数回 7. していない

5 or 6 or 7

問17 昨年と比べて外出の回数は減っていますか。
1. とても減っている 2. 減っている

3. あまり減っていない 4. 減っていない
1 or 2

問18
周りの人から「いつも同じ事を聞く」など物

忘れがあるといわれますか。
1. はい 2. いいえ 1

問19
自分で電話番号を調べて，電話をかけること

をしていますか。
1. はい 2. いいえ 2

問20 今日が何月何日かわからない時がありますか。 1. はい 2. いいえ 1

問21 （ここ 2 週間）毎日の生活に充実感がない。 1. はい 2. いいえ 1

問22
（ここ 2 週間）これまで楽しんでやれたことが

楽しめなくなった。
1. はい 2. いいえ 1

問23
（ここ 2 週間）以前は楽にできていたことが今

ではおっくうに感じられる。
1. はい 2. いいえ 1

問24
（ここ 2 週間）自分が役に立つ人間だとは思え

ない。
1. はい 2. いいえ 1

問25
（ここ 2 週間）わけもなく疲れたような感じが

する。
1. はい 2. いいえ 1

（注）BMI（＝体重（kg）÷身長（m）÷身長（m））が18.5未満の場合に該当とする。

原典と異なる設問問 1～3，問 6～8，問 9，問10，問16，問17

532 第70巻 日本公衛誌 第 9 号 2023年 9 月15日
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は「いいえ」とみなした。問 9 は「過去 1 年間に転

んだ経験がありますか」と質問し，回答選択肢は 3

択であるため，「何度もある」，「一度ある」を「は

い」，「ない」を「いいえ」とみなした。問10の転倒

不安への回答については，「とても不安がある」，

「やや不安である」を「はい」，「あまり不安でな

い」，「不安ではない」を「いいえ」とみなした。問

16では「あなたが外出する頻度はどのくらいですか」

と質問し，「週 5 回以上」，「週 4 回」，「週 2～3 回」，

「週 1 回」を週 1 回以上の外出とみなし「はい」，

「月 1～3 回」，「年に数回」，「していない」を「いい

え」とした。同様に問17の「昨年と比べて外出の回

数は減っていますか」への回答については，「とて

も減っている」，「減っている」を「はい」，「あまり

減っていない」，「減っていない」を「いいえ」とみ

なした。質問に対して 2 択の回答の場合，基本

チェックリストに基づいて判定した。なお，この修

正された基本チェックリストは，原典の基本チェッ

クリストと同様に，要介護認定リスクの予測妥当性

が検証されている31)。

25点満点中，0～7 点を「健常者」（0～3 点「ロ

バスト」，4～7 点「プレフレイル」），8 点以上を

「フレイル」と判定した29)。

2) 説明変数

説明変数は，ニーズ調査の必須項目に基づいて，

ベースライン時点（2016年度）の 9 種類の社会参加

の有無とその数とした。社会参加は先行研究を参考

に「月 1 回以上の地域組織への参加」と定義し

た8,10～14,32,33)。「あなたは下記のような会・グルー

プにどれくらいの頻度で参加していますか」と尋

ね，「参加していない」，「年に数回」，「月 1～3 回」，

「週 1 回」，「週 2～3 回」，「週 4 回以上」で回答を得

た。このうち，「月 1～3 回」以上の参加頻度を回答

したものを「月 1 回以上参加（以下，社会参加）」

とした8,32,33)。社会参加の種類は，◯ボランティア

のグループ（以下，ボランティア），◯スポーツ関

係のグループやクラブ（以下，スポーツ），◯趣味

関係グループ（以下，趣味），◯老人クラブ，◯町

内会・自治会（以下，自治会），◯学習・教養サー

クル（以下，学習・教養），◯介護予防・健康づく

りの活動（以下，介護予防），◯特技や経験を他者

に伝える活動（以下，特技・経験の伝達），◯収入

のある仕事とした。社会参加の数は，9 種類の組織

の参加数を 0 種類，1 種類，2 種類，3 種類以上の 4

つの群にカテゴリー分けした25)。

3) 調整変数

調整変数は，社会参加とフレイルの交絡因子とし

た10,14)。基本属性として，2016年度時点の◯性（男

性・女性），◯年齢（65～69歳・70～74歳・75～79

歳・80～84歳・85歳以上），◯プレフレイルの有無

（基本チェックリスト 0～3 点健常者，4～7 点

プレフレイル，無回答かつフレイルなし)29)，◯喫

煙，◯飲酒，◯都市度を用いた。社会経済的要因と

して，◯等価所得，◯教育歴，◯婚姻，◯家族構成，

◯就労を加えたベースライン時点の11変数とし

た34,35)。

喫煙は，「タバコは吸いますか」の問いに，「1.

ほぼ毎日吸っている」「2. 時々吸っている」を「現

在喫煙あり」，「3. 5 年以内にやめて今は吸っていな

い」「4. 5 年以上前にやめて今は吸っていない」を

「現在喫煙なし（喫煙歴あり）」，「5. もともと吸わ

ない」を「現在喫煙なし（喫煙歴なし）」とし，3

つの群にカテゴリー分けをした。飲酒は，「お酒は

飲みますか」の問いに，「1. 現在飲んでいる」を

「現在飲酒あり」，「2. 5 年以内にやめて今は飲んで

いない」「3, 5 年以上前にやめて今は飲んでいない」

を「現在飲酒なし（飲酒歴あり）」，「4. もともと飲

まない」を「現在飲酒なし（飲酒歴なし）」とし，3

群のカテゴリーに分けた。等価所得は，世帯の可処

分所得を世帯人数の平方根で割って算出をし，「200

万円未満」「200～399万円」「400万円以上」の 3 群

に分けた。教育歴は，「あなたが受けられた学校教

育は何年間でしたか」の問いに，「1. 6 年未満」「2.

6～9 年」を「10年未満」，「3. 10～12年」を「10～

12年」，「4. 13年以上」を「13年以上」，「5. その他」

を「欠損」とした。婚姻は，質問の回答項目に合わ

せて，「配偶者がいる」「死別」「離別」「未婚」の 4

群とした。家族構成は，「家族構成を教えてくださ

い」の問いに，「1. 一人暮らし」を「独居」，「2. 夫

婦二人暮らし（配偶者65歳以上）」「3. 夫婦二人暮

らし（配偶者65歳以下）」「4. 息子・娘との 2 世帯」

「5. その他（3 世帯を含む）」を「同居」に分けた 2

群とした。就労は，「現在あなたの就労状態はどれ

ですか」の問いに，「1. 就労している」を「就労あ

り」，「2. 退職して現在就労していない」「3. 職に就

いたことがない」を「就労なし」とし，2 つのカテ

ゴリーに分けた。

本研究は，政令指定都市 5 市から市部12市，郡部

11町までの多様な都市度が含まれる28市町の高齢者

を対象としている。都市度により社会参加様式が異

なることが報告されているため24,36～39)，その影響

を調整した。なお，28市町それぞれの人口を可住地

面積で除す形で市町レベルの可住地人口密度を算出

し，可住地人口密度が4,000人以上/km2 を大都市，

1,500人から3,999人/km2 を都市部，1,000人から

1,499人/km2 を郊外，999人以下/km2 を郡部の 4 群



534534 第70巻 日本公衛誌 第 9 号 2023年 9 月15日

とした13)。市区町レベルの人口は「住民基本台帳に

基づく人口，人口動態および世帯数調査（2017年度

掲載）」40)，可住地面積は「統計でみる市区町村のす

がた（2018年度掲載）」41)よりそれぞれ本研究と同じ

2016年度のものを抽出した。

. 統計解析

はじめに，28市町の59,545人を対象に，ベースラ

イン時点の基本統計量を算出した。基本チェックリ

スト25項目のうち，無回答であった設問の回答方法

（該当・非該当）によって，「健常」，「フレイル」の

判定が変わるフレイル判定不能者は，分析から除外

した9)（たとえば，基本チェックリストの点数が 6

点の高齢者のうち，25項目の基本チェック項目中 1

項目に欠損がある場合，欠損の 1 項目を該当と判定

しても，7 点となるため「健常」と判定できる。し

かし，同じ 6 点の高齢者でも欠損項目が 2 つある場

合には，2 つの欠損項目の「該当」と「非該当」の

組み合わせによって合計点数が 6 点から 8 点とな

り，「健常者」と「フレイル」のどちらか不明とな

る。そのため，この場合は除外とした）。

多変量解析では，目的変数であるフレイル発症が

10を超えたことから，相対リスクの過大推計を避

けるためにロバスト標準誤差を補正したポアソン回

帰分析（強制投入法）を用い，フレイル発症のリス

ク比（RRRisk Ratio）と95信頼区間（CI

Conˆdence Interval），P 値を算出し，統計学的有意

水準を両側検定による 5未満とした。また，ベー

スライン時点と追跡時の性，年齢の欠損と不一致を

除外（n＝348）した76,755人を対象に，用いる変数

の欠損に対して多重代入法を実施した。用いる変数

の欠損は0.6～15.8であった。用いる変数の欠損

値を除外したコンプリートケースのデータを用いて

感度解析を行い，多重代入法実施後の結果と比較し

た。感度解析の結果，多重代入法実施後と同様の結

果 で あ っ た た め ， 欠 損 値 は missing at random

（MAR）であると仮定して分析を行った。今回，欠

測値補完時のサンプリングの変動を抑制するため，

より多くのデータセット作成に基づき42,43)，100個

のデータセットを作成した。その後，ベースライン

時点における ADL 非自立者とフレイル該当者を除

外した多重代入後の100個のデータセット（最小

64,212人～最大64,287人）ごとに分析し，Rubin の

ルールに基づき42)，効果の推定値を組み合わせた。

社会参加の種類別の分析では，9 種類の社会参加

は個別に投入した。説明変数を収入のある仕事にし

た際は，調整変数から就労を除いた。社会参加の数

の分析では，社会参加の数が増えるほどフレイル発

症リスクが低くなるのかを確認するためにトレンド

検定を実施した。

Crude モデルは説明変数のみを個別投入し，

Model 1 では各 Crude モデルに◯性，◯年齢，◯プ

レフレイルの有無，◯喫煙，◯飲酒，◯都市度を同

時投入した。Model 2 では，Model 1 に◯等価所得，

◯教育歴，◯婚姻，◯家族構成，◯就労を同時投入

した。

なお，ベースライン時点でプレフレイル状態の高

齢者ほど社会参加をしていない可能性を考慮し，プ

レフレイルの有無を調整変数として投入した。ま

た，サブグループ解析として，ベースライン時点で

ロバストとプレフレイルに層別した分析を行い，社

会参加との交互作用項についても確認した。

統計ソフトは，StataMP17（StataCorp, College

Station, TX, USA）を用いた。

 研 究 結 果

. 対象者の基本統計量

多重代入法を行う前の分析対象者59,545人（男

性28,368人（47.6），平均年齢±標準偏差72.7

±5.3歳）のうち，追跡時のフレイル発症は6,431人

（10.8）であった。ベースライン時点におけるカ

テゴリーごとの人数と割合を算出した基本統計量を

表 2 に示す。ベースライン時点の社会参加割合は，

趣味（41.3），スポーツ（32.6），収入のある仕

事（30.2），ボランティア（16.9），学習・教養

（11.6），自治会（10.9），特技・経験の伝達

（8.6），介護予防（8.4），老人クラブ（7.7）

であった。

. 社会参加の種類とフレイル発症との関連

社会参加の種類とフレイル発症との関連につい

て，多重代入法後（最小64,212人～最大64,287人）

のポアソン回帰分析の結果を表 3 に示す。ベースラ

イン時点で 9 種類それぞれに社会参加をしていた人

が追跡時にフレイルを発症する RR は，Crude で

は，老人クラブ（RR1.18，95CI1.091.27）

を除く 8 種類の社会参加で有意に低かった。その

RR の最大は介護予防（RR0.90，95CI0.82

0.97）で，最小はスポーツ（RR0.68，95CI

0.640.71）であった。社会経済的要因の 5 つの変

数を加えた Model 2 の結果においても，老人クラ

ブ（RR0.96，95CI0.881.03）以外の 8 種類

の社会参加でフレイル発症リスクが有意に低かった。

RR の最大は介護予防（RR0.91，95CI0.84

0.99），最小はスポーツ（RR0.80，95CI0.76

0.84）であった。この結果は，Model 1 の社会経済

的要因の 5 つの変数を投入する前の結果と比較して

も，同様の結果が示された。
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表 ベースライン時点における対象者の基本統計量（多重代入法を行う前の分析対象者 n＝59,545の結果)

全体（n＝59,545)

n 

性別

男性 28,368 47.6

女性 31,177 52.4

年齢

65～69歳 20,829 35.0

70～74歳 18,237 30.6

75～79歳 13,408 22.5

80～84歳 5,596 9.4

85歳以上 1,475 2.5

ロバスト・プレフレイル1

ロバスト 33,232 55.8

プレフレイル 20,427 34.3

無回答かつフレイルなし2 5,886 9.9

喫煙

現在喫煙なし（喫煙歴なし) 35,744 60.0

現在喫煙なし（喫煙歴あり) 17,756 29.8

現在喫煙あり 5,672 9.5

欠損 373 0.6

飲酒

現在飲酒なし（飲酒歴なし) 28,109 47.2

現在飲酒なし（飲酒歴あり) 5,142 8.6

現在飲酒あり 25,405 42.7

欠損 889 1.5

都市度3

大都市 10,248 17.2

都市部 6,389 10.7

郊外 17,478 29.4

郡部 25,430 42.7

等価所得（単位万円/年)

200万円未満 21,113 35.5

200～399万円 22,405 37.6

400万円以上 6,597 11.1

欠損 9,430 15.8

教育歴

10年未満 13,959 23.4

10～12年 26,217 44.0

13年以上 18,838 31.6

欠損 531 0.9

婚姻

配偶者がいる 45,690 76.7

死別 9,232 15.5

離別 2,430 4.1

未婚 1,587 2.7

欠損 606 1.0

家族構成

同居 49,157 82.6

独居 7,987 13.4

欠損 2,401 4.0

全体（n＝59,545)

n 

就労

就労あり 16,688 28.0

就労なし 36,128 60.7

欠損 6,729 11.3

ボランティア

参加なし4 43,375 72.8

参加あり4 10,043 16.9

欠損 6,127 10.3

スポーツ

参加なし4 32,441 54.5

参加あり4 19,421 32.6

欠損 7,683 12.9

趣味

参加なし4 29,778 50.0

参加あり4 24,604 41.3

欠損 5,163 8.7

老人クラブ

参加なし4 49,137 82.5

参加あり4 4,570 7.7

欠損 5,838 9.8

自治会

参加なし4 47,561 79.9

参加あり4 6,485 10.9

欠損 5,499 9.2

学習・教養

参加なし4 46,602 78.3

参加あり4 6,929 11.6

欠損 6,014 10.1

介護予防

参加なし4 48,916 82.2

参加あり4 5,025 8.4

欠損 5,604 9.4

特技・伝達の伝達

参加なし4 49,410 83.0

参加あり4 5,093 8.6

欠損 5,042 8.5

収入のある仕事

参加なし4 37,561 63.1

参加あり4 17,951 30.2

欠損 4,033 6.8

社会参加数

0 種類 14,983 25.2

1 種類 15,400 25.9

2 種類 11,490 19.3

3 種類以上 15,648 26.3

欠損 2,024 3.4

1 基本チェックリスト25項目で計算をし，ロバスト（0～3 点），プレフレイル（4～7 点）で判定29)

2 基本チェックリストに無回答項目があるものの，回答項目よりフレイルなし（7 点以下）の判定は可能

3 可住地人口密度が4,000人以上/km2大都市，1,500人から3,999人/km2都市部，1,000人から1,499人/km2郊外，

999人以下/km2郡部

4 月 1 回以上の社会参加なしを「参加なし」，月 1 回以上の社会参加ありを「参加あり」と判定8,10～14,32,33)
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ベースライン時点でロバストとプレフレイルに層

別したサブグループ解析の結果，老人クラブを除く

8 種類は同様の結果であった。それぞれの組織への

参加とプレフレイルか否かの交互作用項では，収入

のある仕事を除く 7 種類で統計学的に有意な関連は

みられなかった。収入のある仕事の交互作用項では，

P＝0.006とプレフレイルよりもロバストの方でフレ

イル発症リスクが低くなる傾向が示された。

老人クラブでは，ロバスト（RR1.00，95

CI0.861.17），プレフレイル（RR0.93，95

CI0.851.02）と，プレフレイルでフレイル発症

リスクが低い傾向であった。老人クラブとプレフレ

イルの有無の交互作用項も，P＝0.024とプレフレイ

ルでフレイル発症が低くなる有意な関連が示された。

. 社会参加の種類数とフレイル発症との関連

社会参加の種類数とフレイル発症の結果を表 4 に

示す。多重代入法後（最小64,212人～最大64,287人）

にポアソン回帰分析を用いて分析を行った結果，

ベースライン時点の社会参加の種類数が 0 種類に対

して，Crude では，1 種（RR0.72，95CI

0.680.76），2 種類（RR0.60，95CI0.56

0.65），3 種類以上（RR0.54，95CI0.510.58）

であった（トレンド検定，P＜0.001）。すべての交

絡因子を調整した Model 2 の結果においても，1 種

類（RR0.91，95CI0.850.97），2 種（RR

0.81，95CI0.760.87），3 種類以上（RR0.75，

95CI0.700.80）と，社会参加の数が多いほど

フレイル発症リスクが低くなっていた（トレンド検

定，P＜0.001）。この結果は，Model 1 と同様の結

果を示した。

ベースライン時点でロバストとプレフレイルそれ

ぞれに層別したサブグループ解析から，ロバストで

は 1 種類（RR0.82，95CI0.700.96），2 種類

（RR0.74，95CI0.640.87），3 種類（RR

0.67，95CI0.580.77），プレフレイルでは 1 種

類（RR0.93，95CI0.861.00），2 種類（RR

0.83，95CI0.760.90），3 種類（RR0.77，

95CI0.710.83）であり，社会参加の数が増え

るほどフレイル発症リスクが低くなる傾向が示され

た（トレンド検定，P＜0.001）。社会参加の種類数

とプレフレイルの有無の交互作用項も有意な関連が

示され（1 種類P＝0.015，2 種類P＝0.046，3

種類P＝0.017），プレフレイルよりもロバストで

社会参加の種類が 1 種類から 3 種類へと増えるとフ

レイル発症リスクが低くなっていた。
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 考 察

. 主な所見

本研究は，28市町における高齢者の縦断データを

用い，9 種類の社会参加とフレイル発症との関連を

検証した。11変数を調整した Model 2 の結果，社

会参加の種類別では，ベースライン時点で 9 種類の

うち，老人クラブを除く 8 種類（ボランティア，ス

ポーツ，趣味，自治会，学習・教養，介護予防，特

技・経験の伝達，収入のある仕事）に参加をしてい

た者は，追跡時のフレイル発症リスクが低かった。

さらに，参加している組織の数が多いほどフレイル

発症リスクが低くなる傾向があることを明らかにし

た。ベースライン時点でロバストとプレフレイルそ

れぞれのサブグループ解析でも，8 種類の社会参加

（ボランティア，スポーツ，趣味，自治会，学習・

教養，介護予防，特技・経験の伝達，収入のある仕

事）で，Model 2 とほぼ同様の結果であった。老人

クラブは，プレフレイルでフレイル発症リスクが低

くなる傾向がみられた。さらに，ロバストとプレフ

レイルそれぞれに層別したサブグループ解析でも，

両者を合わせた分析でも，参加している組織の数が

多いほどフレイル発症リスクが低くなる傾向が示さ

れ，ロバストにおいて RR が小さかった。

本研究の社会参加の種類，数に関する結果は，こ

れまでの要介護認定リスク等に関する先行研究を支

持するものであった10～14,23～25)。これまでの先行研

究では，社会経済的要因が低い高齢者ではスポーツ

や趣味の会への参加が低い一方，通いの場への参加

は社会経済的要因の違いによる参加に違いがみられ

ないなど，社会経済的要因により高齢者の参加して

いる組織の種類が異なることが報告されている16)。

また，社会経済的要因が低い高齢者では社会参加を

しておらず16)，フレイルになりやすいことが報告さ

れている18～20)。このことにより，社会経済的要因

は社会参加とフレイルの関連を検証する上で重要な

交絡因子となりうるが，先行研究では社会経済的要

因が十分に考慮されていなかった。本研究では，重

要な交絡因子である社会経済的要因を含む11種類の

交絡因子を考慮しても，先行研究では検証されてい

ない種類（趣味や自治会，学習・教養，介護予防，

特技や経験の伝達，収入のある仕事）を含む 8 種類

の社会参加で，追跡時のフレイル発症リスクが低い

ことを明らかにした。

. フレイル予防のメカニズム

フレイル予防のメカニズムについては，社会参加

による身体活動の増加や社会的サポートの充実が関

連している可能性が考えられる。先行研究で，社会

参加は身体活動や社会的サポート，ソーシャル・

キャピタルの増加につながることが示されてい

る44～48)。それらはフレイル予防につながることも

わかっている11,14)。また，社会参加や社会的サポー

トは，フレイルの要因であるうつ発症リスクを緩和

することも報告されている49)。

. 社会参加の種類・数とフレイル

本研究では，先行研究で検討されていない社会参

加項目（趣味や自治会，学習・教養，介護予防，特

技や経験の伝達，収入のある仕事など）を含む 9 種

類の組織への参加とフレイル発症との関連を検討し

た。その中には，比較的，身体活動量が多いと考え

られるスポーツ50)や介護予防51,52)から，そうではな

いものまで多様な組織が含まれていた。身体活動の

増加というメカニズムは，一部の活動に限られる可

能性がある。一方で，活動中は座位であっても会場

まで歩いたりすることで身体活動が増加することが

考えられる。社会的サポートの増加はすべての組織

で期待できると考えられる。

老人クラブでは，ベースラインでロバストの場

合，フレイル発症リスクとの関連は示されなかった

が，プレフレイルではフレイル発症リスクが低くな

る傾向が示された。本研究において，ロバストとプ

レフレイルで種類別の社会参加割合が異なるのかを

確認した結果，老人クラブを除く 8 種類の社会参加

ではロバストよりプレフレイルの参加割合が低い一

方で，老人クラブではロバストとプレフレイルで参

加割合が同等であることが確認されている。一般的

に，老人クラブは，日常的に声をかけ合い，歩いて

集まることのできる小地域の範囲で組織されてい

る53)。老人福祉法においても地方公共団体から適当

な援助をすることが定められており54)，プレフレイ

ルの方にとっても参加しやすい場となっている可能

性がある。また，フレイルの高齢者で老人クラブに

参加していると，6 年間の追跡期間中の新規要介護

認定・死亡発生のハザード比が低くなることが報告

されており55)，老人クラブは機能低下している高齢

者がさらなる悪化を防ぐ社会参加の場となる可能性

がある。一方で，老人クラブの活動は，ボランティ

ア関連活動やスポーツ関連活動，特技や経験を伝え

る活動など，多くの活動の母体となってい

る53,56～58)。参加者がそうした活動を老人クラブの

活動と認識しておらず58)，老人クラブの参加者を正

確に把握できず，効果推定が十分に行えていない可

能性もある。

社会参加の数は，参加している組織の数が多いほ

ど，身体活動量や社会的サポート増加の恩恵を受け

る可能性が高まり，フレイル発症リスクが低下する
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と示唆される。一方で，1 種類の社会参加でもフレ

イル発症リスクが低下する傾向が示されている。こ

のことから，社会参加をしていない高齢者には社会

参加を促す取り組みが重要であると考えられる。さ

らに，フレイル予防効果を高めるためには，2 種類

や 3 種類の社会参加を促進させる施策の展開が望ま

れる。

. 強み

本研究の強みは以下の 3 つである。1 つ目は，社

会経済的要因の影響を考慮しても，これまで未検討

であった社会参加項目（趣味や自治会，学習・教

養，介護予防，特技や経験の伝達，収入のある仕事

など）を含む 8 種類の社会参加で，フレイル発症と

の関連を明らかにしたことである。2 つ目に，本研

究では，政令指定都市 5 市から市部12市，郡部11町

までの多様な都市度を含む全国28市町の高齢者の

データを用い，社会参加をしている人で，3 年後に

フレイル発症リスクが低いことを明らかにした点で

ある。そのため，1 市町のみを対象とした先行研究

よりも結果の妥当性，一般化可能性が高いと考えら

れる。3 つ目に，3 年に一度実施されるニーズ調査

において，3 年間で社会参加者におけるフレイル発

症リスクの低下を明らかにした点である。そのた

め，ニーズ調査の質問項目内に，フレイル判定に必

要な項目を加えることで，社会参加とフレイル発症

リスクとの関連を検証することができるなど，介護

予防事業を進めていくうえでも有用な知見と考える。

. 限界

本研究の限界は以下の 7 つである。1 つ目は，原

典と異なる基本チェックリストを用いてフレイル判

定を行っていることである。フレイル判定には，ほ

かにも指標があることから，ほかの指標を用いたと

きに同じ結果が得られるのかは定かではない。しか

し，本研究で用いた基本チェックリストの予測妥当

性は，Watanabe らにより検証されている31)。2 つ

目は，観察研究であるため，社会参加とフレイルの

因果関係を断定することができないことである。そ

こで，本研究では，ベースライン時点でフレイル該

当者を除外し，対象者を健常者に限定したうえで，

その後のフレイル発症リスクを確認することで，フ

レイルである者が社会参加しなくなるという逆因果

を排除した。加えて，サブグループとしてロバスト

とプレフレイルで解析を行い，ベースラインにおけ

る機能レベルに関わらず，社会参加しているもので

フレイル発症が少ないことを確認した。3 つ目は，

先行研究では考慮されていなかった基本属性や社会

経済的要因，潜在的な交絡因子として11変数につい

て調整するなど可能な限りの配慮を行ったものの，

社会参加とフレイルに対する未測定交絡の影響は排

除できないことである。4 つ目に，本研究では，

2016年度から2019年度まで追跡した縦断データから

2019年度調査に無回答の要介護認定や死亡を除外し

たパネルデータを用いていることによる選択バイア

スが含まれている。先行研究から，質問票に回答し

ている高齢者に比べて回答していない高齢者ほど，

その後の要介護認定リスクが高いこと59)，社会参加

をしない者では要介護リスクや死亡を高めることが

わかっている60)。要介護認定や死亡によって除外さ

れた者の中には，フレイルを発症している者も含ま

れていると推測されるため，本研究では過小推計に

なっている可能性は否めない。5 つ目に，本研究で

は2016年度から2019年度までの 3 年間を追跡し，要

介護認定と死亡を除外した高齢者を結合したパネル

データで検証を行っているため，疾患の罹患につい

ては検証できていない。一方で，ベースライン時点

でロバストとプレフレイルの有無を調整するなど，

可能な限りの対応は行っており，判定に用いた基本

チェックリストは健康診断よりも高齢者の健康寿命

を予測することが報告されている61)。6 つ目に，本

研究はニーズ調査の必須項目に基づき，9 種類の社

会参加とフレイル発症との関連を検証している。そ

のため，無尽講やその他の親睦会的な活動，政治・

宗教的な活動などに参加している高齢者が含まれて

いる可能性がある。最後に，ベースライン時点での

社会参加の有無のみを検討していることである。実

際の社会参加の内容や組み合わせ，経年変化などは

考慮できておらず，今後の研究でより詳細な検討が

望まれる。

 結 語

本研究は，28市町の高齢者を対象に，社会参加と

3 年後のフレイルになるリスクとの関連を検証し

た。その結果，ベースライン時点で 9 種類のうち，

老人クラブを除く 8 種類に社会参加をしている高齢

者は追跡時のフレイル発症リスクが低く，社会参加

の数が多いほど，フレイル発症リスクが低い傾向が

確認された。本研究は，今後の健康寿命延伸に向け

たフレイル対策の一環として，社会参加が有用であ

ることを示唆している。フレイル予防のためにも，

高齢者が社会参加しやすくなる施策展開や地域のコ

ミュニティの醸成が必要と考える。
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Association between social participation and frailty among older adults:

A longitudinal study from Japan Gerontological Evaluation Study

Hiroki TAKEUCHI,2, Kazushige IDE2, Takahiro HAYASHI3, Noriyuki ABE,2,

Atsushi NAKAGOMI2and Katsunori KONDO2,4

Key wordscare prevention, healthy life expectancy, social participation, frailty prevention

Objective In Japan, measures to prevent frailty among older adults have been implemented. Promotion of

social participation is a key measure, but few longitudinal studies have examined the relationship be-

tween the types and number of social participation and frailty onset. In this study, we aimed to clari-

fy the relationship between the types and number of social participation and frailty onset using lon-

gitudinal data from a large sample of older adults in municipalities in Japan.

Methods We used the 2016 and 2019 panel survey data from the Japan Gerontological Evaluation Study

(JAGES). The analysis included 59,545 individuals from 28 municipalities who responded to the

JAGES survey in both 2016 (at baseline) and 2019 (at follow-up). We excluded individuals who

were dependent on activities of daily living at baseline and non-responders, and those who were frail

or with no information about frailty. The dependent variable was frailty onset (8 out of 25 points

on the basic checklist) at follow-up, and the independent variables were the types and number of

types of social participation at baseline. We included 11 variables as potential confounders. We used

multiple imputations to complete the missing values and used modiˆed Poisson regression to exa-

mine the association between social participation and risk of frailty onset.

Results Of the 59,545 participants, 6,431 (10.8) were frail onset at follow-up. After multiple imputa-

tions (minimum 64,212, maximum 64,287), the risk of frailty onset at follow-up was lower for eight

types of social participation, excluding senior citizens' clubs, (nursing care [risk ratio; 0.91], paid

work [0.90], volunteer groups [0.87], neighborhood associations [0.87], learning or cultural

groups [0.87], activities intended to teach skills or pass experiences to others [0.85], hobby groups

[0.81], and sports groups or clubs [0.80]; P＜0.05), than no social participation. Additionally, in-

dividuals who participated in more types of social participation were at a lower risk of frailty than

those with no social participation (P for trend ＜0.001).

Conclusions The risk of frailty onset was lower among individuals who participated in eight types of social

participation at baseline and among those who participated in more types of social participation than

those with no social participation. The results suggest that social participation is a useful measure to

prevent frailty for extending healthy life expectancy.
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